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　預金は、各種キャンペーンの展開などによりお客様の資金ニーズにお応えした結果、個人預金等の増加などにより、
平成22年9月末に比べ69億円増加、また平成23年3月末に比べて6億円増加し、6,360億円となりました。

●預金残高全体に占める鹿児島県内預金割合

　損益につきましては、市場金利の低下による資
金調達費用が減少したこと及び経費の削減などか
ら、銀行本来の業務から得られるコア業務純益は
前中間期比176百万円増加し19億57百万円と
なりました。また、経常利益は、前中間期比57百万
円増加の4億90百万円、中間純利益は厚生年金
基金代行返上益計上などにより前中間期比20億
17百万円増加の22億92百万円となりました。

　 損益の状況

　 預　金

●預金残高の推移

●コア業務純益とは？
　「業務純益」から特殊な要因で変動する「一般貸
倒引当金繰入額」および「国債等債券関係損益」
の影響を除いたものです。より実質的な銀行本来
の業務による収益力を表しております。

用語解説

　わが国経済の現況を見ますと、昨年発生した東日本大震災の影響による原発事故での電力供給問題等が、日本各
地に直接的なマイナスの影響を及ぼしています。また、円高やタイの洪水、欧州危機等により、先行き不透明な状況が
今なお続いています。
　一方、鹿児島の地域経済においては、「九州新幹線全線開通」により観光業を中心として持ち直しが見られるなど、
明るい話題も一部にはありますが、地域経済のファンダメンタルズは依然として厳しい状況が続いています。

　 経済環境

　当行は、平成23年度よりスタートした中期経営計画「なんぎん維新」～“地域力”クリエイトバンクへの挑戦～に取
組んでおり、「真のリレバン」による「地元鹿児島県の地域経済活性化への貢献」を行う、新たなビジネスモデルの構築
を目指しております。
　尚、平成23年9月期の業績は次の通りとなりました。

　 事業の経過及び成果

　貸出金は、法人や個人のお客様の資金ニーズに積極的にお応えした結果、平成22年9月期に比べて94億円増
加、また平成23年3月期に比べて22億円増加し5,163億円となりました。
　尚、総貸出のうち91.58％が中小企業・個人向け貸出であり、地域のお客様に安定的に資金を供給することで
地域経済の活性化へ貢献しております。

　 貸出金

●貸出金残高全体に占める鹿児島県内貸出割合

●中小企業・個人向け貸出の状況 ●貸出残高の業種別比率

個人向け
33.0％

その他
8.4％

その他
（個人を含む）
39.6％

建設業
6.7％

製造業
5.6％

地公体
2.8％

運輸業・郵便業
2.6％

金融業・保険業
1.9％

不動産業・
物品賃貸業
12.4％

卸売業・小売業
11.5％

その他の各種
サービス業
16.9％

　 自己資本比率

　自己資本比率は、貸出金や有価証券など
の総資産（リスクアセット）に対する自己資
本（資本金内部留保など）の割合を示すも
ので、銀行の健全性や安全性をみるうえで
重要な指標となっております。
　平成23年9月末の自己資本比率は、
8.77％で、国内で業務を行う銀行の基準
4％を大きく上回っております。また、資本
金などの基本的項目（ＴierⅠ）だけで算出し
た場合は6.92％となりました。

●自己資本比率（単体）8.77％

●貸出金残高の推移
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基本方針基本方針

地域振興への貢献地域振興への貢献

地域密着型金融の推進について地域密着型金融の推進について

　当行では、地元鹿児島県の地域経済の活性化への貢献を果たすため、「中小規模事業者に
対する信用供与」ならびに「経営改善への取組み」を大命題として、その強化・充実に全力を
挙げて取り組んでいくことを「当行のビジネスモデル」と位置づけております。
　また、平成21年12月に施行されました中小企業金融円滑化法への対応につきましても、
その主旨に照らし、これまで以上に真摯に取り組んでおります。
　当行は、これまで永年にわたり培ってきたお取引先との「絆（きずな）」をさらに深めることに
より、経営理念である「地域の発展に役立ち、信頼される銀行」を目指してまいります。
（なお、目標とする計数等は、経営強化計画に記載しております。）

2.事業価値を見極める融資手法をはじめ中小企業に適した資金供給手法の徹底
　事業価値を見極める融資（不動産担保・個人保証に過度に依存しない融資の徹底）

■動産担保融資（ＡＢＬ～アセット・ベースド・レンディング～）への取組み

　 中小企業の資金調達手法の多様化等に向けた取組み

　 当行は地域密着型金融について、以下の項目を戦略項目とし重点的に取組みます。

1.ライフサイクルに応じた取引先企業の支援の一層強化
　①事業再生への積極的取組み ②創業・新事業への積極的取組み ③経営改善支援の強化
　④事業継承への支援強化

3.地域の情報集積を活用した持続可能な地域経済への貢献
　①地域の面的再生（地域全体の活性化）
　②地域活性化につながる多様なサービスの提供（資金供給者の役割に留まらない）

　 私募債の引受け

・「銀行保証付私募債」は、一定の基準を満たした企業が無担保で発行する社債で、その元
利金の償還を当行が保証するものです。

・発行企業は、長期安定資金の調達が可能になるほか、社債発行企業として財務の健全性
や経営の安定性を社内外にアピールできるメリットがあります。

事例　  鰻養殖を営む企業の発行する銀行保証付私募債を引受けました。

※上記取組により、企業は円滑な資金繰りが可能となり、経営体質の向上に寄与できるものです。

地域の特色を生かした商品「農水産（加工）物、仏壇・仏具
等」を担保としたABLにより資金供給を行いました。

事例1

鹿児島県信用保証協会の「流動資産担保融資保証制度」を
活用し、中小企業向けに在庫等を担保とした貸出、医療機
関向けに診療報酬を担保とした貸出に取組みました。

事例2

農業者（繁殖牛・肥育牛）に対して、牛を担保としたABLに
より当座貸越契約を締結しました。

事例3

ABLとは、企業の事業そのものに着目し、企業が保有する在庫・商品等および売掛債権を担保として融資を行う手法であり、
企業はABLによって資金調達の多様化・円滑化を図ることができます。また、金融機関が企業の事業そのものを深く理解し、
よりきめ細やかなアドバイスを行う事により、企業と金融機関の緊密な関係構築に繋がります。

用語解説

　 不良債権に対する備え
　平成23年9月末の開示債権額338億円のうち88.23％にあたる299億円については、担保・保証や貸倒引当金で
カバーすることで十分な保全を行っております。

●保全状況

●金融機能再生法に基づく開示債権

　預り資産残高は、有価証券市場の低迷を受け
投資信託が減少したことから、平成23年3月末
に比べて、6億6千3百万円減少の443億円と
なりました。
　尚、個人年金保険につきましては、需要の高ま
りを受け、平成23年3月末に比べ18億6千3百
万円の増加となっております。

　 不良債権の状況
　金融再生法の開示基準による不良債権は338億円で、総与信に対する比率は平成23年3月末に比べ、1.05％
増加して6.50％となりました。

●平成23年9月期の状況

●平成23年9月末 保全状況

　個人向け貸出残高については、平成２３年３月末に比べて、１３
億円の増加となりました。
　尚、個人向け貸出のうち、住宅ローンにつきましては、平成２３
年３月末に比べて９億円の増加となっております。

　 預り資産残高 　 個人向け貸出の状況

消費者ローン うち住宅ローン
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●預り資産残高推移 投資信託 国債 個人年金保険

平成22年9月末 平成23年3月末
合計450億円 合計449億円
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＜金融機能再生法上の区分概要＞       
①〔破産更生債権及びこれらに準ずる債権〕：破産、会社更生等の理由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ず
る債権のことです。

②〔危険債権〕：お取引先が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び
利息の受取ができない可能性の高い債権のことです。

③〔要管理債権〕：3ヵ月以上延滞している貸出金及び貸出条件を緩和している債権のことです。

保全率
88.23%

未保全部分
11.77%

地域とお客様の発展のために


